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事業費計(A)

人件費（Ｂ）

税制改正により公的年金特別徴収での経由機関として全国の自治体が原則２年以内に加入しなければならない。

全国で統一された方法でデータ（情報）提供が可能でパンチ委託の減少、入力誤りがなく効率的な事務処理が可能となる。

全国の自治体が参加することのスケールメリットにより、運営経費が削減できる。また、パンチ委託料の軽減にもつながる。
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平成１８年度 決算内容

事業者（税理士）は、給与支払報告書を従業員在住の各市町村へ
送付していたが、ｅＬＴＡＸを通じて電子化協議会へ送付すると自動
的に各市町村へ報告書が電子データとして届く。また、社会保険庁
においても各市町村へ紙媒体へ印字後送付していたものが、ｅＬＴ
ＡＸを経由することにより、各自治体に振り分けられ電子データとし
て届く。
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電子化協議会会費
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２次評価対象分

行革大綱の重点事項番号

事業種別 新規 単独 事業類型

平成20年度税制改正により、平成21年度の個人住民税におけ
る公的年金からの特別徴収制度が開始されるが、その経由機
関として（財）地方税電子化協議会が指定され、全国の自治体
が原則２年以内に加入しなければならない。今後は年金特別徴
収だけではなく様々な電子媒体での情報提供が予定されてい
る。　　　　　　　　　　　　（公的年金特別徴収、公的年金支払報告
書、給与支払報告書、法人市民税申告書、償却資産税報告書
等）

地方税電子化協議会への加入は強制的であるが、今後公
的年金支払報告書や給与支払報告書を電子媒体で提供を
受けることにより、パンチ委託入力の減少や入力ミスによる
誤りがなく効率的な事務処理が可能となる

4
年間運営費

Ⅰ

対象等（何を、誰を）

事業者、税理士、社会保険庁

（※対象件数

根拠法令・要綱等

千円
市内の類似施設

2

総事業費 千円

配置（予定）人員 人

平成１９年度 決算内容

　

3

建設用地

建設面積（延床面積）

規模・構造

1

関連事業
年度

　委託先

年度

0

　

7,200

電子化協議会会費

電子化協議会運営費負担金

データ連携システム改修費

110

　 　

目標

実績

目標

実績

eLTAX初期導入経費

6,210

16,410 13,410

6,2105,210

13,410

平成２０年度 計画内容

9,210 6,210

事      業      費
国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担

9,2100

そ   の   他
一 般 財 源

計

コード

名称
担当部課

０１０７００

総務部税務課

終了年度 平成

評価者
氏　名

森本一生 連絡先
(内線)

実績

H18 H19 H20

実績値
単位指標設定の考え方

提出件数

提出件数

件

件

目標

実績

目標

実績
1,500

実績

目標

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等


